
担当課室 海洋地球課

予算額(補正後）

上位政策

海洋地球課長
堀内　義規

700 700

399 700

環境・海洋分野の研究開発の重点的推進

関係する計画、
通知等

海洋基本法　第17条、第23条
海洋基本計画（平成２０年３月　閣議決定）

海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（平成２１年３月
経済産業省）　等

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

海洋資源の利用促進に向けた基盤ツール開発
プログラム

研究開発局

一般会計

担当部局庁

執行額 ―

・書面調査及び現地調査により額の確定行為を実施し、毎年度の全ての支出先・使途の把握を行っている
・各課題代表者、関係省庁等を構成員とする研究調整委員会を開催し、課題間及び関係機関との連携を図るとともに、
研究進捗状況の把握や研究者への助言等、本事業の目的達成の促進を図っている。
・各課題においては、研究の効果的な運営管理に向けて必要な連絡調整を行う研究運営委員会を置き、年に数回開催
している。文部科学省の担当者も必要に応じて研究運営委員会へ出席し、研究現場へ足を運ぶことで、最新の研究状況
の把握に努めている。
・外部有識者で構成される外部評価委員会を置き、各課題が適切に運用され、目的が達せられているかを評価してい
る。

総事業費(執行ベース) ―

平成20年度には４課題を採択し、研究継続中
平成21年度には16課題を採択し、同年度の研究実績から実現性等を評価して研究を継続する６課題を選定

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

0― 400

19年度 20年度 21年度

401 700

22年度 23年度要求

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、海洋資源開発に資するセンサー等のツールについて、社会での実用化を目指して研究開発の支
援を行う競争的資金である。
２．所見：事業開始年度に採択した課題が技術開発段階の終了を迎えるようになっていることから、これ以上の新規採択は行わず、
継続課題が終了する平成２５年度をもって廃止することとするとともに、実証試験段階へ移行する課題の精査などにより、予算を縮
減すべきである。その際、他の事業に対する公開プロセスでの指摘等を踏まえ、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、
契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。また、「平成２３年度科学・技術重要施策アクション・プラン」に沿って資金の使
用ルール等の統一化及び簡素化・合理化を進めるなど、研究者にとって使いやすく、かつ、国費が有効に使われるような事業にして
いくべきである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

・上記の取組の中で、研究開発の方向性や研究費の使途等が適切になるように研究者との調整を図っているものの、更
に効果的な方法がないか検討を進めること。
・国が定める海底資源の探査計画に基づき実際の海底資源探査に活用できるシステムを構築するため、テーマを深海
の実環境で効果的な運用が可能なものに絞るなど、選択と集中を図ること。

事業番号 0281

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成20年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

資源ナショナリズムの高揚等に伴う鉱物資源の安定的確保の必要性の高まりを背景に、世界第６位の広大な排他的経
済水域に眠る海洋資源開発が喫緊の課題となっており、「海洋基本計画」を踏まえ、海底熱水鉱床やコバルトリッチクラ
ストなどの海洋資源開発に資する基盤的なセンサー等の技術開発を実施することで、海底熱水鉱床等の探査技術開発
を推進する。

執行率 ― 99.8% 100.0%

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国公私立大学、国公立試験研究機関、独立行政法人、民間企業（文部科学省と委託契約が締結できること）の個人研究
者もしくは研究者グループを対象に公募を行い、外部有識者による評価を経て研究課題を選定して、海底熱水鉱床やコ
バルトリッチクラスト等の海底鉱物資源の資源量を広域かつ高精度で取得するに当たって活用されうる国産のセンサー
等ツールの技術開発を行う。採択機関と委託研究契約を結び、研究開発実施期間（３年）内に技術開発を行い、その後
実海域において実証試験を実施して、実用化が見込める段階に到達することを目標とする。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

海底熱水鉱床探査の為の
化学ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾂｰﾙの開発

文部科学省
７００百万円

非常勤職員手当　　0.4百万円
諸謝金　　　　　  0.4百万円
職員旅費　　　　  0.2百万円
委員等旅費　　　　0.2百万円
庁費　　　　　　　0.1百万円

を含む

〔公募・委託〕
Ａ：海底位置・地形の高精度計測
　　技術の開発

　　東京大学
　　　　　　＜９８百万円＞

Ｂ：海底熱水鉱床探査の為の化学
　　ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾂｰﾙの開発

　　高知大学
　　　　　　　＜８２百万円＞

Ｃ：海底熱水鉱床域等における海底
　　下の構造の高精度計測技術開発
　　　　　総支出額　170百万円

　海底熱水鉱床等の発見・賦存量
　　高精度計測
　　　　　総支出額348百万円

〔公募・委託〕 〔公募・委託〕

B-1．（フロー系分析装置・電気化学デバイ
スの高精度化と多成分化の委託）
　　岡山大学
　　　　　　＜5百万円＞

B-2．（フロー系分析装置の超小型化の
委託）

　　　東京大学
　　　　　　＜２７百万円＞

B-3．（電気化学デバイスのマルチセ
ンサ化の委託）
　　　電力中央研究所
　　　　　　＜１６百万円＞

海底熱水鉱床等の探査技術開発を推進

海底位置・地形の高精度
計測技術の開発

海底熱水鉱床域等における
海底下の構造の高精度計測
技術開発

フロー系分析装置・
電気化学デバイスの
高精度化と多成文化

フロー系分析装置の
超小型化

電気化学デバイスの
マルチセンサ化

〔再委託〕
委 〕

〔再委託〕 〔再委託〕

〔公募・委託〕

東京大学
　＜９５百万円＞

東海大学
　＜７５百万円＞

D:
京都大学全7機関
　＜195百万円＞

E:
東京大学全4機関
　＜153百万円＞

海底熱水鉱床等の発見・
賦存量高精度計測技術開発

F：
株式会社海洋工業研究所
　全13機関
　　＜94百万円＞

〔再委託〕

文部科学省

D:　　 　京都大学
　　　　＜60百万円＞

〔公募・委託〕

【京都大学のケース】

㈱地球科学総合研究所
＜18百万円＞

ｻﾝｺｰｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱
＜10百万円＞

(独)産業技術総合研究所
＜4百万円＞

三井造船㈱
＜1百万円＞

(独)海洋研究開発機構
＜2百万円＞

〔再委託〕　総額35百万円



業務実施費

業務実施費

業務実施費

26.5

消費税相当額

計 30.2 計

0.1

6.1

雑役務費 4.5

業務実施費

通信運搬費 0.1 間接経費

国内旅費 0.1

消耗品費 1.6 人件費

消費税相当額 0.6

外国旅費

諸謝金 0.1

0.5 国内旅費 0.7

業務担当者・補助者・社会保険等 13.4

消耗品費 4.5

使　途
金 額

(百万円）

物品購入費 低周波音源等 16.3 物品購入費 マイクロポン駆動・評価用PC等 1.2

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

5.1

Ｄ：東京大学 B-2:東京大学

計 94.9 計

0.1

諸謝金 0.8業務実施費

外国旅費 0.4

消費税相当額 0.6

通信運搬費

雑役務費 35.6

消耗品費

国内旅費 0.2

0.5

消耗品費 0.6

1.2

国内旅費 0.1

間接経費

人件費 業務担当者・補助者・社会保険等 11.1

物品購入費 ボットムスキマープローブ等 23.7 物品購入費

B-1：岡山大学

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

純水製造器等 3.2

20.9
費目・使途

（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 34.3 計

Ｃ：東京大学

業務実施費

消費税相当額

間接経費

国内旅費

消耗品費

7.9

0.4

間接経費0.7

0.3

4.8

1.6

業務担当職員・社会保険料 6.6

雑役務費 9.2

消費税相当額

人件費 業務担当者・補助者・社会保険等 8.4

物品購入費 加圧蛍光試験装置等

Ｂ：高知大学 Ｆ：株式会社海洋工業研究所

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

計 98.0 計

通信運搬費 0.1

雑役務費 4.5

消費税相当額 0.1

雑役務費 16.5

消費税相当額 0.2

業務実施費

通信運搬費 0.4

諸謝金
業務実施費

消耗品費 0.1

人件費 業務担当者・事業補佐員 3.7

0.1

国内旅費

諸謝金 0.1

0.5 外国旅費 0.5

消耗品費 1.6

国内旅費 0.1

物品購入費
水中音響精密測位部・合成開口ソーナー地形計
測部 53.9 物品購入費

使　途
金 額

(百万円）

ＪＨＴ-750低周波トランスジューサ等 16.3

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

Ａ：東京大学 Ｅ：東京大学

間接経費 22.6 間接経費

21.9

6.9

30.2

15.3 人件費

間接経費 6.9

間接経費



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

業務実施費

間接経費

0.0

国内旅費 0.2

1.2

消耗品費 1.3

計 16.0 計

3.7

消費税相当額 0.1

外国旅費 0.4

雑役務費 2.8

人件費 業務担当者・社会保険等

物品購入費 ISFET－ｐｈ電極の試作等 6.3

B-3:電力中央研究所

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）



D：海底熱水鉱床等の発見・賦存量高精度計測

支出先 支出額（百万円）

1 京都大学 60

2 株式会社地球科学総合研究所 30

3 東京大学 30

4 早稲田大学 29

5 三井金属資源開発株式会社 27

6 岡山大学 10

7 産業技術総合研究所 9

8

9

10

その他

合計 195

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）



E：海底熱水鉱床等の発見・賦存量高精度計測

支出先 支出額（百万円）

1 東京大学 84

2 京都大学 30

3 東京海洋大学 30

4 海洋研究開発機構 9

5

6

7

8

9

10

その他

合計 153

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）



F：海底熱水鉱床等の発見・賦存量高精度計測

支出先 支出額（百万円）

1 株式会社海洋工業研究所 21

2 株式会社地球科学総合研究所 18

3 応用地質株式会社 11

4 サンコーコンサルタント株式会社 10

5 琉球大学 8

6 産業技術総合研究所 6

7 東海大学 5

8 株式会社ジオ・ヴェスト 4

9 海洋研究開発機構 3

10 社団法人海洋産業研究会 3

その他 5

合計 94

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）
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